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再評価審議対象事業一覧表　（  2  事業） 　  （1 /1 ）

進捗率 事業の置かれている状況

（H28.11） （現状での課題）

　　延　　長：2.7km
    関連側道延長:2.9km
　　高架化される駅：諏訪ノ森駅
　　　　　　　　　　浜寺公園駅
　　除去踏切数：7箇所

    全体事業費:約423億円
　（内訳）用地補償費 約88億円
　　　　　　　工事費 約335億円

継続

特に無し

継　続

見直し

平成39年度

中　止

○費用便益比

　B／C＝1.12（事業全体）
　総便益　B＝434億円
　総費用　C＝387億円

　B／C＝1.59（残事業）
　総便益　B＝434億円
　総費用　C＝272億円

　※費用便益算定の根拠
　　「費用便益分析マニュ
　　　アル＜連続立体交差
      事業編＞
　　　（H20.11）」
　　　国土交通省　道路局
　　　都市・地域整備局

○渋滞損失時間の削減
　    90.7万人・時/年

用地：90％
(面積ベース)

全体事業費： 21％
  （執行額べ―ス）

CO2排出削減量：163t/年
NOx排出削減量：0.21t/年
SPM排出削減量：0.02t/年

○駅アクセス機能の向上
・初芝駅までのアクセス時間短縮による
　鉄道利用者の利便性向上

○交通の円滑化
・平行する幹線道路に集中した交通を分
　散させることにより円滑な交通を確保

○安全性の確保
・歩行者・自転車・自動車の分離による
  安全な通行環境の確保

○防災性の向上
・延焼遮断効果として火災延焼を防ぎ、
　被害を軽減
・指定避難所等への避難路形成
・救急医療施設への搬送時間の短縮

○市民の健康増進への寄与
・初芝体育館へのアクセス性向上に
　よる利用者の更なる増加

○費用便益比

　B／C＝1.89（事業全体）
　総便益　B＝27.7億円
　総費用　C＝14.6億円

　B／C＝9.19（残事業）
　総便益　B＝27.7億円
　総費用　C＝ 3.0億円

　※費用便益算定の根拠
　　「費用便益分析マニュ
　　　アル（H20.11）」
　　国土交通省　道路局
　　都市・地域整備局

○渋滞損失時間の削減
　　　7.0万人・時/年

○踏切除却と側道整備によ
　る交通の円滑化と安全性
　の確保

〇災害時における避難経路
　確保等による防災性の向
　上

〇諏訪ノ森駅及び浜寺公園
　駅のバリアフリー化

○文化財的価値の高い駅舎
　を中心とした駅周辺地域
　の活性化

平成17年度 無し

CO2排出削減量：3,680t/年
NOx排出削減量：8.8t/年
SPM排出削減量：0.7t/年

定量的評価

○踏切渋滞の解消
・踏切渋滞の解消による周辺道路の交通
　の円滑化

○安全で快適な歩行環境の確保
・踏切による歩行者・自転車利用者の損
　失時間解消
・歩行者や自転車と自動車交通の分離に
　よる安全な通行環境の確保
・新駅のバリアフリー化による移動快適
　性の向上

○防災性の向上
・事業区間周辺は津波による浸水想定区
　域であり、踏切の除却により災害時に
　おける安全かつ迅速な避難に貢献

○景観に配慮した空間形成
・文化財的価値の高い駅舎を保存・活用
　し、まちの顔としての機能を保持する
　ことにより、駅を中心とした活気ある
　まちづくりに寄与

○高架下空間の活用
・商業施設の誘致により、人々が集う活
　気と賑わいある空間を創出
・駐輪場、駐車場等の整備により、駅周
　辺の安全かつ円滑な交通を確保

途中段階の整備効果
発現状況

市 民 の ニ ー ズ
自然環境等への

影響と対策

用地取得に期間を要したこと
により、仮線工事着手に遅れ
が生じたため

評　価

市の評価

完成目標年度

中　止

継続

特に無し

継　続

見直し

平成31年度

無し

事業が長期間
要している理由

事業効果の発現状況

定性的評価

用地取得に時間を要したため

事　業　内　容
及　び

事　業　コ　ス　ト

採択年度

　　延　　長：0.389km
　　道路幅員：第4種第2級
　　道路幅員：16m

　　全体事業費:約13億円
　（内訳）用地補償費 約10億円
　　　　　　　工事費  約3億円

○南海高野線初芝駅への
　アクセス機能の向上

○歩行者・自転車・自動車
　の分離による安全な通行
　環境の整備

○災害時における指定避難
　所等への避難路形成によ
　る防災性の向上

平成12年度

用地：77％
（面積ベース）

全体事業費： 75％
（執行額ベース）

事業
種別 事　業　名

都市計画道路
新家日置荘線

南海本線（堺
市）連続立体

交差事業

街
路
事
業

　　　　1



再評価個票（その１） 

事 業 名 都市計画道路 新家日置荘線 

事 業 箇 所 堺市東区野尻町～堺市東区日置荘西町 

再評価理由 事業着手後５年間を経過した時点で継続中の事業 

事業が長期間要 

している理由 
用地取得に時間を要したため 

事
業
概
要 

目   的 

本事業は平成 13年度に供用開始した国道 310 号から市道野尻 34 号線間

の約 0.7km に引き続き、南海高野線初芝駅まで整備を行うものであり、南

海高野線初芝駅へのアクセス機能向上、周辺道路の交通混雑の緩和及び火

災発生時の延焼遮断効果等の防災性向上を図るものである。 

内   容 
延長 L＝0.39km、幅員 16m 

道路区分：第 4種第 2 級、車線数：2 車線 

事 業 費 

   全体事業費    約 13 億円      執行事業費 約 10億円 

（内訳）用地補償費 約 10億円      用地補償費  約 9億円 

       工事費 約 3 億円        工事費  約 1億円 

維持管理費  約 0.5 百万円／年 

上 位 計 画 
堺市マスタープラン「さかい未来・夢コンパス」（平成 23 年 3 月） 

堺市都市計画マスタープラン（平成 10年 10 月策定、平成 24年 12 月改正）

関 連 事 業  

事
業
の
進
捗
状
況 

経    過 

計画時の想定 現時点での状況 

事業着手年度   平成 12 年度 

完成予定年度   平成 16 年度 

事業着手年度   平成 12 年度 

完成予定年度   平成 31 年度 

進 捗 状 況 

（平成28年11月） 
― 

用地    77%（面積ベース） 

全体事業費 75%（執行額ベース）

途 中 段 階 の 

整 備 効 果 

発 現 状 況 

 

課   題  
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再評価個票（その２） 

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
の
変
化 

事
業
目
的
に 

関
す
る
諸
状
況 

南海高野線初芝駅へ西側からアクセスするためには狭隘な道路を利用する

必要があり、歩行者・自転車・自動車の３者が錯綜して危険な状況にあるため、

早期の道路整備が望まれる。また、本路線周辺には指定避難所である初芝体育

館があり、避難路形成の観点からも本路線の整備が必要である。 

地
域
の 

状
況 

・南海高野線初芝駅周辺には商業施設が立地しており、生活道路は歩行者や自

転車の往来が活発であるため、安全性に問題がある。 

・並行路線である府道西鳳東線が幹線道路として機能しているものの、歩道が

狭く自動車・歩行者・自転車の錯綜があること、踏切により自動車の走行が

遮断されることにより、交通渋滞を引き起こしている。 

・南海高野線初芝駅東側のみに駅前広場があるため、交通が駅東側に集中して

いる。 

市
民
の

ニ
ー
ズ

・南海高野線初芝駅へのアクセス機能の向上 

・歩行者・自転車・自動車の分離による安全な通行環境の整備 

・災害時における指定避難所等への避難路形成による防災性の向上 

事
業
効
果
の
定
量
的
評
価 

費
用
便
益
分
析 

計画時の想定 現時点での状況（変更点） 

※計画時点では費用便

益の分析手法が確立さ

れておらず、算出でき

ず。 

○B／C＝1.89（事業全体） 

 総便益 B＝27.7 億円 

 総費用 C＝14.6 億円 

○B／C＝9.19（残事業） 

 総便益 B＝27.7 億円 

 総費用 C＝ 3.0 億円 

※費用便益算定の根拠 

 「費用便益分析マニュアル（H20.11）」 

  国土交通省 道路局 都市・地域整備局 

そ
の
他

の
指
標

 
渋滞損失時間の削減：7.0 万人時間/年 

事業効果の 

定性的評価 

○駅アクセス機能の向上 

 ・南海高野線初芝駅までのアクセス時間短縮による鉄道利用者の利便性向上

○交通の円滑化 

・平行する幹線道路に集中した交通を分散させることにより円滑な交通を 

確保 

○安全性の確保 

・歩行者・自転車・自動車の分離による安全な通行環境の確保 

○防災性の向上 

・延焼遮断効果として火災延焼を防ぎ、被害を軽減 

・指定避難所等への避難路形成 

・救急医療施設への搬送時間の短縮 

○市民の健康増進への寄与 

 ・初芝体育館へのアクセス性向上による利用者の更なる増加 

自然環境等へ 

の影響と対策 

○CO2 排出削減量：163 t/年 

 NOx 排出削減量：0.21 t/年 

 SPM 排出削減量：0.02 t/年 

その他特記 

すべき事項 

本事業は堺市交通バリアフリー道路特定事業計画において特定経路に位置

付けられており、初芝駅から公共施設までの移動円滑化を図る観点からも重要

な道路である。 
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再評価個票（その１） 

事 業 名 南海本線（堺市）連続立体交差事業 

事 業 箇 所 堺市西区浜寺石津町～高石市羽衣 

再評価理由 事業着手後５年間経過した時点で継続中の事業 

事業が長期間要 
している理由 

用地取得に期間を要したことにより、仮線工事着手に遅れが生じたため 

事
業
概
要 

目   的 
本事業は、交差する幹線道路上の踏切を除去することで、都市交通の円

滑化させるとともに、分断された東西地域の一体化による地域の活性化を

図ることを目的とする。 

内   容 
延長 L＝2.7km、関連側道延長 L＝2.9km 
高架化される駅：諏訪ノ森駅、浜寺公園駅 
除去踏切数：7 箇所 

事 業 費 
 全体事業費    約 423 億円    執行事業費 約 89 億円 

（内訳）用地補償費 約 88 億円    用地補償費  約 63 億円 

       工事費 約 335 億円       工事費  約 26 億円 

維持管理費 
  

約 3.9 百万円 / 年 
 

上 位 計 画 
堺市マスタープラン「さかい未来・夢コンパス」（平成 23 年 3 月） 
堺市都市計画マスタープラン（平成 10 年 10 月策定、平成 24 年 12 月改定）

関 連 事 業 
駅前交通広場整備（諏訪ノ森駅、浜寺公園駅） 
浜寺公園駅周辺土地区画整理事業 
都市計画道路 諏訪森神野線、都市計画道路 常磐浜寺線 

事
業
の
進
捗
状
況 

経    過 

計画時の想定 現時点での状況 

事業着手年度 平成 18 年度 
完成予定年度 平成 29 年度  

事業着手年度 平成 18 年度 
完成予定年度  平成 39 年度  

進 捗 状 況 
（平成28年11月） 

― 
用地    90%（面積ベース）

全体事業費 21%（執行額ベース）

途 中 段 階 の 
整 備 効 果 
発 現 状 況 

 

課   題  
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再評価個票（その２） 

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
の
変
化 

事
業
目
的
に 

関
す
る
諸
状
況 

南海本線は、現在は地表を走る鉄道であることから臨海部と内陸部を分断し、

地域の一体的なまちづくりを妨げている。また、臨海部と内陸部をつなぐ道路と

鉄道が交差するところには、踏切が存在しており、現在はそこで渋滞が発生し、

円滑な交通の確保が難しい状況にある。 

地
域
の 

状
況 

・朝夕のピーク時を中心に踏切遮断時間が 1 時間当たり 30 分程度となり、交通

渋滞が発生している。 
・踏切解放時の歩行者、自転車、自動車の錯綜により、安全性に問題がある。 
・鉄道により地域が分断され、東西地域の一体的発展が阻害されている。 
・諏訪ノ森駅及び浜寺公園駅のバリアフリー化が不十分である。 

市
民
の 

ニ
ー
ズ 

・踏切除却と側道整備による交通の円滑化と安全性の確保 
・災害時における避難経路確保等による防災性の向上 
・諏訪ノ森駅及び浜寺公園駅のバリアフリー化 
・文化財的価値の高い駅舎を中心とした駅周辺地域の活性化 

事
業
効
果
の
定
量
的
評
価 

費
用
便
益
分
析 

計画時の想定 現時点での状況（変更点） 

○B／C＝2.30 
 総便益 B＝396 億円 
 総費用 C＝172 億円 
 
 ※評価時点 H15 年度 
 ※費用便益算定の根拠 
「連続立体交差事業の手引き 
（H4.11）」 

 連続立体交差事業促進期成会 

○B／C＝1.12（事業全体） 
 総便益 B＝434 億円 
 総費用 C＝387 億円 
 
○B／C＝1.59（残事業） 
 総便益 B＝434 億円 
 総費用 C＝272 億円 
 
 ※評価時点 H28 年度 
 ※費用便益算定の根拠 
「費用便益分析マニュアル＜連続立体交

差事業編＞（H20.11）」 
 国土交通省 道路局 都市・地域整備局 

そ
の
他

の
指
標

 ○渋滞損失時間の削減：90.7 万人時間/年 

事業効果の 
定性的評価 

○踏切渋滞の解消 
 ・踏切渋滞の解消による周辺道路の交通の円滑化 
 
○安全で快適な歩行環境の確保 
 ・踏切による歩行者・自転車利用者の損失時間解消 

・歩行者や自転車と自動車交通の分離による安全な通行環境の確保 
・新駅のバリアフリー化による移動快適性の向上 
 

○防災性の向上 
・事業区間周辺は津波による浸水想定区域であり、踏切の除却により災害時に

おける安全かつ迅速な避難に貢献 
 

○景観に配慮した空間形成 
 ・文化財的価値の高い駅舎を保存・活用し、まちの顔としての機能を保持する

ことにより、駅を中心とした活気あるまちづくりに寄与 

12



再評価個票（その３） 

事業効果の 
定性的評価 

○高架下空間の活用 
 ・商業施設の誘致により、人々が集う活気と賑わいある空間を創出 

・駐輪場、駐車場等の整備により、駅周辺の安全かつ円滑な交通を確保 
 

自然環境等へ 
の影響と対策 

○CO2 排出削減量：3,680t/年 
 NOx 排出削減量：8.8t/年 
  SPM 排出削減量：0.7t/年 

その他特記 
すべき事項 

  

事業完了年度は、H39 年度末であるが、H33 年度末片側高架切替後には、一定

踏切遮断時間を減少でき、また H36 年度末全線高架切替後には踏切遮断が解消

されることから、事業途中段階の整備効果が発現する見込みである。 
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